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１）自治医科大学歯科口腔外科学講座
２）自治医科大学付属病院歯科口腔外科

　当科では2000年４月から小児摂食・嚥下外来を開設した。今回われわれは2000年４
月から2009年２月までの約９年間に当科小児摂食・嚥下外来を受診した患者134名の
実態を把握し，今後よりよい外来診療をすることを目的に，治療内容も含めて検討し
たので報告する。
　対象患者の内訳は男児71名（53％），女児63名（47％），基礎疾患の内訳は神経系の
疾患が124症例と最も多く，次いで先天奇形，変形および染色体異常108症例の順で
あった。摂食・嚥下機能障害の内訳は経口摂取準備機能不全が73症例と最も多く，以
下押しつぶし機能獲得期機能不全，すりつぶし機能獲得期機能不全の順であった。訓
練内容は直接訓練から開始できたものが69名（51.5％），間接訓練は46名（34.3％）の
順であった。初診時の経管栄養は63名（47％）で行われていた。そのうち経管栄養を
離脱できたものは16名（25.4％）であった。
　当科における摂食嚥下外来の実態調査を行った結果，重度の障害を有し，その結果
重度の摂食・嚥下障害患者の占める割合が高かった。今回の結果から今後の課題は，
診療期間の適正化，他職種間の連携強化および転院先医療機関との病診連携の確立が
必要と考えられた。
（キーワード：小児摂食・嚥下外来，基礎疾患，摂食・嚥下機能障害）
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当科小児摂食・嚥下外来の実態調査

症例報告

１．はじめに
小児期の摂食・嚥下障害は未熟児性，形態異

常，神経・筋系障害，咽頭・食道機能障害，精
神心理的問題が原因となることが多い。特に乳
幼児期における摂食・嚥下障害の主訴はミルク
が飲めない，離乳食が進まない，頻繁の嘔吐，
むせや喘鳴，流涎など多岐にわたる。
当科では2000年４月から小児摂食・嚥下外来

を開設し，乳幼児から小児に対し，摂食・嚥下
障害を有する患者または介助者に対し，摂食・
嚥下指導を行っている。今回われわれは，今後
よりよい外来診療を目的に，当科における小児
摂食・嚥下外来の実態を調査し問題点を検討し
たので報告する。

２．対象と方法
対象は2000年４月の開設から2009年２月まで
の約９年間に当科小児・摂食嚥下外来を受診し
た患者134名であった。
調査方法は診断記録をもとに，患者の性別，
年齢，通院期間，基礎疾患の内訳，摂食機能障
害の内訳，訓練内容，間接訓練から直接訓練に
移行できるまでの期間，初診時の経管・経腸栄
養の有無，訓練後の状況について後方視的に検
討した。なお摂食機能評価は金子・向井らの評
価基準を用いた１）２）（表１）。
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３）通院期間
通院期間は１年未満から８年で最も多かった

ものは１年未満81名（60.4％），次いで２～３
年であった。最も通院期間が長いものは８年で
あった（表３）。尚通院期間が１年未満の主な
理由の内訳は，全身状態の悪化による中断が29
名と最も多く，次いで摂食・嚥下状態の改善に
伴い終了となったものが27名，全身状態の安定
に伴い，他病院への転院が13名であった。

４）基礎疾患の内訳
疾病分類は ICD-10分類を用いた。神経系の
疾患（てんかん，脳性麻痺など）が124症例と
最も多く，次いで先天奇形，変形および染色体
異常が108症例，周産期に発生した病態が83症
例という順で，一人の患児が多くの基礎疾患を
有している結果であった（表４）。

３．結果
１）性別
134名のうち男児71名（53 ％），女児63名

（47％）であった。
２）年齢
年齢は１歳未満から15歳までで，最も多かっ

たのは１歳未満で51名（38％），次いで１歳児
が40名（30.0％）であった（表２）。

表１　摂食機能評価

表２　年齢

表３　通院期間

表４　基礎疾患の内訳

５）摂食機能障害の内訳
経口摂取準備期機能不全が73症例と最も多
く，次いで押しつぶし機能獲得期機能不全，すり

( )

年齢（歳） 人数（名） （％）
１歳未満 51 38.0
１歳～ 40 30.0
２歳～ 13 9.7
３歳～ 7 5.2
４歳～ 5 3.7
５歳～ 2 1.5
６歳～ 3 2.2
７歳～ 1 0.75
８歳～ 2 1.5
９～15歳 10 7.5
計 134名 100％

期間（年） 人数（名） （％）
１年未満 81 60.4
１年～ 12 09.0
２年～ 13 09.7
３年～ ８ 06.0
４年～ ９ 06.7
５年～ ４ 03.0
６年～ １ 000.75
７年～ ２ 01.5
８年 ３ 02.2
計 134名 100％

疾病分類 症例数
神経系の疾患（てんかん，脳性麻痺
など）

124

先天奇形 ,変形および染色体異常 108
周産期に発生した病態（超低出生体
重児など）

83

精神および行動の障害 82
呼吸器系の疾患 51
消化器系の疾患 24
循環器系の疾患 23
内分泌，栄養および代謝疾患 17
眼および付属器の疾患 15
感染症および寄生虫症 ７
新生物 ７
耳および乳様突起の疾患 ７
皮膚および皮下組織の疾患 ５
損傷・中毒およびその他の外因の影響 ３
その他 ６

（ICD-10分類）
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表６　�間接訓練から直接訓練に移行できるまで
の期間

表５　摂食機能障害の内訳

つぶし機能獲得期機能不全の順であった（表５）。
６）訓練内容
主な訓練は食物を用いたいわゆる直接訓練

と，食物を用いない間接訓練である。初診時に
評価を行い，直接あるいは間接訓練の適応を診
断している。内訳は直接訓練が行えたものが69
名（51.5％），間接訓練が46名（34.3％）で半
数以上に直接訓練が可能であった（図１）。ま
た，間接訓練から直接訓練に移行できたものは
46名中23名（50％），残り半数は間接訓練の継

日　数 人　数（名）
１週間未満 １
２週 ５
４週 ６
６週 １
８週 １
３か月 ３
８か月 １
９か月 ２
13か月 １
８年 １
計 22名

平均7.4か月

摂食機能発達段階障害（向井らによる）症例数（例）
経口摂取準備期機能不全 73
嚥下機能獲得期機能不全 ７
捕食機能獲得期機能不全 ５
押しつぶし機能獲得期機能不全 19
すりつぶし機能獲得期機能不全 13
自食準備期機能不全 １
手づかみ食べ機能獲得期機能不全 ̶
食具食べ機能獲得期機能不全 ２
その他（異常なし） 15

計 134

図１　訓練内容
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続を余儀なくされていた。
７）�間接訓練から直接訓練に移行できるまでの

期間
23名の間接訓練から直接訓練に移行できる期

間は初診から４週目が６人と最も多く，次いで
２週の順で最短で６日，最長で８年，平均7.4
か月であった（表６）。
８）初診時の経管・経腸栄養の有無
初診時の栄養摂取経路は経管・経腸栄養がな

されていたものは63名（47％）で，残り71名
（53％）は経口摂取がなされていた。
９）訓練後の状況（経管栄養）
直接訓練あるいは間接訓練を行うことによっ
て経管栄養を離脱することができたものは16名
（25.4％），残り47名（74.6％）は経口摂取のみ
では十分な栄養摂取が困難であり，経管栄養の
離脱には至らなかった。

４．考察
小児の摂食・嚥下機能を評価にあたっては前
述のとおり，金子・向井らの摂食機能評価を用
いた（表１）１）２）。われわれがこの評価法を用
いる理由としては年齢に照準を合わせているの
ではなく，摂食行動を主体に分類しているため
である。特に精神発達遅滞児において摂食パ
ターンは複雑であり，必ずしも健常児の成長に
合わせた摂食行動と同じというわけではない。
今回われわれは，当科小児摂食・嚥下外来の
実態調査を行った。当科の特性として対象患者
はすべて当院小児科からの依頼であった。これ
は当科外来が院内小児科に認知されていること
がうかがえた。また，当院は周産期医療セン
ターを併設していることから，基礎疾患に周産
期に発生した病態を有している患児が多くみら
れ，患児の年齢層は１歳未満が最も多く，経口
摂取準備期機能不全が多くを占めていた。金子
らは健常児の基本的摂食機能療法は生後15ヶ月
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前後に獲得すると報告しており３），高橋らは早
期からの摂食指導の開始が望ましいと報告して
いる３）。したがって小児科からのコンサルテー
ションのタイミングや当科の介入時期は妥当で
あると思われた。
その一方，当科への通院期間は１年未満が最

も多かった。その理由として，結果に示すよう
に，重篤な全身疾患を有しており，状態の悪化
などで中断される症例や急性期病院の性格上，
状態の安定とともに，他医への転院を余儀なく
され，その結果当科への通院が困難になること
が一因と考えられた。高橋らは，小児の摂食指
導は口腔機能の発達・変化に対応しながら指導
を行う必要があり，長期的な指導になると報告
している３）。現在当科では小児摂食・嚥下外来
と地域医療連携がなされていないため，通院を
中断された患児の経過を把握していない。した
がって，今後当科外来を継続していく上では地
域連携の整備が必要であると思われた。
患児の初診時における栄養摂取の状況は約半

数が経管・経腸がなされており，さらには経口
摂取に移行できたものは約３割程度であった。
重度の摂食・嚥下障害に対応するにあたり，多
角的に診断，評価を行える検査として VF検査
（ビデオ嚥下造影検査），VE検査（ビデオ内
視鏡検査）が重要である。現在当科では小児に
対して積極的に VF検査は取り入れていない。
その理由としては，当院歯科医師の小児 VF検
査の経験が少ないこと，病院内で小児の VF検
査に関するプロトコールが確立されていないこ
とが挙げられる。当院は総合大学病院であり，
小児医療センターを有していることからこれら
の検査を行える環境であることはいうまでもな
い。したがって今後は小児科，放射線科との連
携を深め，検査の依頼や情報の共有を行ってい
くことが重要であり，環境整備することがより
安全に経口摂取が行える患児の増加につながる
と思われた。
訓練法については各獲得期にみられる障害を

正確に判断し，的確な指導を行う必要がある
（表７，８）。成人と大きく異なる点は，小児あ
るいは障害児の場合，意思の疎通が困難であ
り，指導にあたって医療従事者はもとより，家
族の協力が必要不可欠である。とくに保護者へ

の指導は重要であり，摂食指導に対する動機付
けは患児の今後の摂食行動を大きく左右する。
その一方当科の問題点として，早期に介入はで
きているものの，当科紹介から転院までの期間
が短く，早期的な解決を求められることがあ
る。また，当科外来は歯科医師，歯科衛生士各
１名で対応し，外来診察日も月２回であり，通
院間隔が長くなる傾向にある。したがって摂
食・嚥下訓練に関しても患児個人に適した間隔
での受診を行えるようにすることが当科の課題
といえる。
現在，当院ではNST（Neutorition Support Team）
が発足し，当科でも積極的に参加している。
NSTの活動に伴い医師，歯科医師，看護師，
管理栄養士，言語聴覚士との連携がスムーズに
行えるようになった。したがって今後は小児の
摂食嚥下障害についての特性を関係する多職種
の方々に理解していただくような啓蒙活動を進

表７　各時期にみられる障害

表８　各時期に行う訓練法
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めていくとともに，転院後の地域との病診連携
の確立を進めていきたいと考える。
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Fact-finding survey of patients at our pediatric
eating/swallowing outpatient department

Summary

Our department opened a pediatric eating/swallowing outpatient division in April 2000. A fact-

finding survey of 134 patients who visited our pediatric eating/swallowing outpatient department over 

approximately 9 years from April 2000 to February 2009 was conducted, and the results are reported.

The patients included 71 boys (53%) and 63 girls (47%); underlying diseases included 124 cases of 

nervous system disorder, which was most frequent, followed by 108 cases of congenital malformation, 

deformation, and chromosomal abnormalities, in that order. Among the eating/swallowing dysfunctions, 

there were 73 cases of oral intake preparatory dysfunction, which was the most frequent, followed by 

dysfunction in the acquisition period of squashing function and dysfunction in the acquisition period of 

grinding function, in that order. Regarding the training details, 69 patients (51.5%) were able to start with 

direct training, and 46 patients (34.3%) started with indirect training. At the first visit, tube feeding was 

conducted for 63 patients (7%). Of these, 16 patients (25.4%) were able to be weaned off tube feeding.

This fact-finding survey of the patients at the eating/swallowing outpatient division of our department 

showed that the proportion of patients with severe underlying diseases having associated severe eating/

swallowing disorders was high.

（Key words: pediatric eating/swallowing outpatient department, underlying diseases, eating/swallowing 

dysfunction）


